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	公務員連絡会は28日、総務大臣交渉を行い2012年春季要求に対する回答を引き出しました。政権運営が過去に例のない難渋を極め、一方でポピュリズム化している今日の政治状況のもと、公務を巡る近年にない極めて厳しい情勢の中で、公務員連絡会は、2012春闘を取り組んできました。

＝地方財源の確保と「地公遮断」＝

回答のうち、地方公務員の給与に関わっては、「地方財政計画における給与関係経費については、その所要額を適切に計上し、地方公務員の人件費の確保を行う」との異例の回答を引き出しました。国家公務員の給与に関する臨時特例法が成立し、その附則12条において、地方公務員の給与に関する言及があったことから、改めて、この交渉での回答も一つの拠り所としながら、地方財源の確保と「地公遮断」を確実なものとしていかなければなりません。

＝臨時職員の処遇に必要な助言＝

臨時職員に関わっては、①パート労働法については、公務員は適用が除外されているが、臨時・非常勤職員の任用に当たっては、民間労働法制の動向を十分に念頭に置くことも必要、②労働基準法等の遵守、社会保険の適用などは各地方公共団体が責任を持って対応していくべき、③総務省としても、各地方公共団体に対して必要な助言等を行っていく、という、これまでにない回答を引き出しました。これは、自治労・地方公務員部会が、臨時職
	
	
	員の抜本的な処遇改善の取り組みを重要課題として取り組んできた成果です。引き続き、処遇改善に向けて全力を尽くしていかなければなりません。

＝引き続き「定年延長」を求める＝

雇用と年金の接続に関わっては、「国家公務員の基本方針を踏まえ、地方の実情にも留意し、皆様方を含め、地方自治体関係者のご意見を十分伺った上で、早期に検討する」との回答にとどまりました。政府は、「再任用の義務化」の方向で検討を進めていますが、引き続き「定年延長」を求めていきます。

＝「地公関連法案」早期に提出＝
地方公務員に関する自律的労使関係については、「国家公務員に係る措置を踏まえ、新たな労使関係制度を設けること」が明言され、早期の法案提出の意思が総務大臣から示されたことは評価できます。しかし、当初予定の「３月中に閣議決定し国会に提出」は今なお成されておらず、引き続き、国公関連四法案の早期審議入りと可決・成立、消防職員の団結権を含む地公関連法案の早期国会提出と成立を求めていきます。
（回答の詳細は次号に続く）





	大江健三郎さん、鎌田慧さん、瀬戸内寂聴さん、坂本龍一さんなど著名人が呼びかけ人となっている「さようなら原発１０００万人アクション」では「さようなら原発１０００万人署名」を、３月中に野田首相、衆議院議長、参議院議長へ、署名を提出する予定で取り組みをすすめてきました。００００００００しかし、北海道の集約状況は目標５０万筆に対して３４１,７１３筆で、自治労北海道として２１６,９９１筆（目標３０万筆）、全国では５,１５３,５４７筆という状況から３月の提出を見送りました。００００００００００マスコミが実施した脱原発にかかわる全国調査では、今後原発を減らしていくべきとし
	
	
	た回答が８０％以上であったということを踏まえると、署名行動が多くの市民の受け皿となりきれていないというのが事実です。
　日本には５４基の原発があり、３月２６日には、稼働している原発は、北海道の泊３号機１基になりました。０００００００００００自分の家に帰ることができない福島の人々の苦しみや現状を考えたとき、福島と同じことを２度と繰り返すことはできません。

自治労北海道本部は、北海道から「脱原発」を訴え、北海道の「目標５０万筆」（自治労３０万筆）を掲げ、５月２５日まで期間を延長し取り組むこととしました。津別町職としても取り組みを強化していく予定です。





	公務労協は、３月１日、東京・ホテルラングウッドにおいて、「2012公共サービスキャンペーン開始中央集会」を開催しました。

この集会は、東日本大震災から１年という時期にあたることから、大震災の復旧・復興の中での公共サービスの現状と課題を問い直し、あるべき公共サービスのあり方について議論を行い、公共サービス基本条例等制定の必要性について理解を深め、今後の取組みを前進させるために実施したものです。

集会では、「東日本大震災をとおして見えてきた公共サービスの現状と課題」と題するシンポジウムを行い、コーディネーターを菅沼栄一郎朝日新聞記者が、またパネリストを山中茂樹関西学院大学災害復興制度研究所教授、伊藤久
	
	
	雄公益社団法人東京自治研究センター研究員が務めました。

阪神淡路大震災を機に災害復興についての研究に携わっている山中茂樹教授は、災害復興における問題点として、①創造的復興と称した開発指向があり、市民の生活を復旧するためのものにはならない、②中山間地における医療、福祉などの公共サービスの脆弱性が加速すること、などについて指摘し、その上で、「復興・復旧の際には近隣自治体や民間との協力など水平の関係の支援が重要であるとともに、３ヵ月、３年といった期間で常に見直していける復興計画をたてていくことが実効性を高める」と語りました。

（次号に続く）


ONE FOR ALL ，ALL FOR ONE
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総務大臣交渉を踏まえ、本日は公務員連絡会の第２次全国統一行動日です。町職は、教宣紙の発行で交渉結果を報告し参加します。








